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（様式 13-5） 

 

賃金引上げ計画の達成について 

 

 

私は、〇〇株式会社が、令和○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日

までの〇〇株式会社の事業年度）（又は○年）において、令和〇年〇月〇日付け

「従業員への賃金引上げ計画の表明書」と同等の賃上げを実施したことを別添

書類によって確認いたしました。 

 

（同等の賃上げ実績と認めた評価の内容） 

（記載例１） 評価対象事業年度においては、〇人の従業員が退職する一方、〇

人の新卒採用者を雇用することになり、給与支給総額が〇％増加にとどまっ

たものの、継続雇用している〇人の給与支給総額は〇％増加していたため、表

明書と同等の賃上げを実行したものと認めました。 

 

（記載例２） 評価対象の前事業年度は災害時の応急対策に従事することなど

による超過勤務手当が多く発生した（対前年度〇％増加）が、評価対象年度に

おいてはその対応がなかったため、超過勤務手当は〇％減と大きく減少した。

これらの要因により、給与支給総額は○％の増加にとどまったものの、基本給

総額は〇％増加していたため、表明書と同等の賃上げを実行したものと認め

ました。 

 

 

令和  年  月  日 

 （住所を記載） 

 （税理士又は公認会計士等を記載） 氏名 ○○ ○○   

   

 

（添付書類） 

・〇〇〇 

・〇〇〇 

 

 



（様式14）

件　　名

  上記の案件は、電子調達システムを利用しての契約ができないため紙契約方式での
手続をいたします。

　令和　   年   月   日　　

※以下は、押印を省略する場合のみ記載すること。

（連絡先は2以上記載すること）

本件責任者（会社名・部署名・氏名）：

担当者（会社名・部署名・氏名）：

連絡先1：

連絡先2：

（電子契約を利用して契約出来ない理由）

代 表 者 氏 名

紙契約方式承諾願

住 所

商号又は名称

静止気象衛星ひまわりの運用等事業



 

※書類名を記入 ○－○－○ 書類名 様式番号 ○／○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



単位：千円

事業年度 -3 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15
算定根拠 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度 令和17年度 令和18年度 令和19年度 令和20年度 令和21年度 令和22年度 令和23年度 令和24年度 令和25年度

損益計算書
売上 営業収入

国からの収入
整備費に係る収入

10号衛星運用開始時に係る地上施設費
10号衛星運用開始時に係るその他費用
9号衛星運用開始時に係る地上施設費
9号衛星運用開始時に係るその他費用

維持管理費に係る収入
各衛星共通の維持管理費
10号衛星のみに係る維持管理費
9号衛星のみに係る維持管理費

運用費に係る収入
各衛星共通の運用費
10号衛星のみに係る運用費
9号衛星のみに係る運用費

その他の費用に係る収入

国以外からの収入
附帯事業に係る収入

費用 営業費用（適宜追加のこと）
国事業に係る費用

整備費
10号衛星運用開始時に係る地上施設原価
10号衛星運用開始時に係る減価償却費
10号衛星運用開始時に係る賃借費用
9号衛星運用開始時に係る地上施設原価
9号衛星運用開始時に係る減価償却費
9号衛星運用開始時に係る賃借費用

維持管理費
各衛星共通の維持管理費
10号衛星のみに係る維持管理費
9号衛星のみに係る維持管理費

運用費
各衛星共通の運用費
10号衛星のみに係る運用費
9号衛星のみに係る運用費

その他の費用

国事業以外に係る費用
附帯事業に係る費用

営業外損益
営業外収入

営業外収入

営業外費用
支払利息（資金調達条件別に)

経常損益
特別損益

特別利益
特別損失

税引前当期利益
法人税等

法人税
法人住民税
法人事業税

税引後当期利益
当期未処分利益／未処理損失
法定準備金繰入
配当
次期繰越利益／損失

資金収支計画
資金需要

投資
整備に係る投資

維持管理・運用に係る投資

附帯事業に係る投資

税引後当期損失
借入金返済
配当金
その他

資金調達
出資金
借入金

税引後当期利益
地上施設原価
減価償却費(SPC所有資産がある場合)
その他

資金過不足
期末累積資金残高

借入金残高(借入金の種類別に適宜追加すること)
期首残高
借入額
返済額
期末残高

参考指標
PIRR(税引後)
DSCR
配当IRR

＜様式作成にあたっての注意事項＞
＊１ 本事業遂行のためＳＰＣを設立するものとして記載し、算出根拠については可能な範囲で詳細に記載すること。必要に応じ別紙にて詳細に根拠を説明すること。算出根拠が不明確な場合は、再提出を求めることがある。
＊２ 各年度は４月から翌３月までとすること。
＊３ 消費税等（地方消費税を含む。以下、同じ。）を除いた額で記入すること。
＊４ 物価変動を考慮しないで記入すること。
＊５ 端数処理については、資料４「サービス対価の算定及び支払方法」に基づき、半期毎の国からの収入（事業費）が費目毎に千円単位となるようにし、また、参考指標については小数点第１位未満切捨てで記入すること。
＊６ 各収益及び費用欄における｢その他｣に相当する収益及び費用がある場合には、可能な範囲で具体的な内容毎に別掲して記入すること。
＊７ 算定根拠は、様式Ｄ－２－１の内容と整合させ、できる限り具体的に記載すること。
＊８ ＰＩＲＲの算定については、次の算式を用いること。

ＰＩＲＲ（税引後）：各期における（税引後当期損益＋地上施設原価＋借入金利息－投資額）の事業期間にわたる現在価値の合計額が０になる割引率を算定する。
＊９ ＤＳＣＲの算定については、次の算式を用いること。

ＤＳＣＲ＝当該年度の借入金等償還額及び支払利息控除前の純資金増加額／当該年度の借入金等償還額及び支払利息の合計額
また、ＤＳＣＲの算定にあたっては、小数点第２位未満切捨てで記入すること。

＊１０ 配当ＩＲＲの算定については、次の算式を用いること。
配当ＩＲＲ：各期における(利益配当（清算配当含む）額-資本金による資金調達額)の事業期間にわたる現在価値の合計額が０になる割引率を算定する。

なお、当該算式における分母の｢資本金｣には、条件付劣後ローンによる調達等で、返済条件等により内容的に資本金と同等にみなせるものについては、｢資本金｣に含めて算定するものとする。
＊１１ 本様式は、Microsoft Excelで作成すること。

合計

事業収支計画 Ｄ-２-１添付①書類名 様式番号 ／



単位：円

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期

＜事業費の支払区分＞

整備費

10号衛星運用開始時に係る整備費

地上施設費（賃借費用以外）

地上施設費（賃借費用）

その他費用

消費税等

（参考：消費税等の課税対象となる費用）

9号衛星運用開始時に係る整備費

地上施設費（賃借費用以外）

地上施設費（賃借費用）

その他費用

消費税等

（参考：消費税等の課税対象となる費用）

維持管理費

各衛星共通の維持管理費等

各衛星共通の維持管理費

消費税等

10号衛星のみに係る維持管理費等

10号衛星のみに係る維持管理費

消費税等

9号衛星のみに係る維持管理費等

9号衛星のみに係る維持管理費

消費税等

運用費

各衛星共通の運用費等

各衛星共通の運用費

消費税等

10号衛星のみに係る運用費等

10号衛星のみに係る運用費

消費税等

9号衛星のみに係る運用費等

9号衛星のみに係る運用費

消費税等

その他の費用

その他の費用に係る消費税等

事業費合計

＜様式作成にあたっての注意事項＞
＊１ 各事業年度は上期（４月から９月）、下期（10月から翌３月）で構成すること。
＊２ 消費税等（地方消費税を含む。以下、同じ。）は小数点第１位未満切捨てで計算すること。
＊３ 物価変動を考慮しないで記入すること。
＊４ 端数処理については、資料４「サービス対価の算定及び支払方法」に基づき、半期毎の国からの収入（事業費）が費目毎に１円単位となるように小数点第１位未満切捨てで記入すること。
＊５ 算定根拠は、様式Ｄ－２－１添付①の内容と整合させること。
＊６ Ａ３横書き１枚に記入すること。
＊７ 本様式は、Microsoft Excelで作成すること。

159 10
令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度

4 5
令和17年度 令和25年度令和19年度 令和20年度 令和21年度 令和22年度 令和24年度事業年度

13
令和23年度

2 3
令和18年度

6
令和16年度令和11年度合計

141 7 8 11 12

事業費の内訳及び支払計画 Ｄ-２-１添付②書類名 様式番号 １／１



１．10号衛星運用開始時に係る整備費－① 単位：千円 ３．９号衛星運用開始時に係る整備費－① 単位：千円

算定根拠 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 合計金額 算定根拠 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 合計金額

地上施設費（賃借費用以外） 地上施設費（賃借費用以外）

施設の整備費 施設の整備費

無線に係る設備の整備費 無線に係る設備の整備費

衛星管制に係る設備の整備費 衛星管制に係る設備の整備費

放射計データに係る設備の整備費

通報局資料に係る設備の整備費 通報局資料に係る設備の整備費

周波数の確保、無線局の申請費

その他費用 その他費用

事業者の開業に伴う諸費用

建中金利 建中金利

融資組成手数料 融資組成手数料

その他 その他

２．10号衛星運用開始時に係る整備費－② ４．９号衛星運用開始時に係る整備費－②

合計金額 合計金額
地上施設費（賃借費用） 地上施設費（賃借費用）
施設の整備費 施設の整備費
無線に係る設備の整備費 無線に係る設備の整備費
衛星管制に係る設備の整備費 衛星管制に係る設備の整備費

放射計データに係る設備の整備費
通報局資料に係る設備の整備費 通報局資料に係る設備の整備費

＜様式作成にあたっての注意事項＞
＊各業務について小区分毎に費用を分けられる場合は分けて記入すること。
＊各年度は４月から翌３月までとすること。
＊消費税等（地方消費税を含む。以下、同じ。）を除いた額で記入すること。
＊Ａ３横書き１枚に記入すること。

ただし，積算根拠の説明については，必要に応じて別紙を追加して差し支えない。
＊本様式は、Microsoft Excelで作成すること。

項　　目 項　　目

項目 算定根拠

気象センサデータ及び宇宙環境セ
ンサデータに係る設備の整備費

気象センサデータ及び宇宙環境センサデータに係る設備の
整備費

項目 算定根拠

整備費の算定根拠 Ｄ-２-１添付③書類名 様式番号 １／１



１．維持管理費 単位：千円

算定根拠
期別 総額 期別 総額 期別 総額

各衛星共通の維持管理費等

地上施設の維持管理費

地上施設の更新費

周波数の維持、無線局の再申請・検査費

その他

消費税等

10号衛星のみに係る維持管理費等

10号衛星のみに係る地上施設の維持管理費

10号衛星のみに係る地上施設の更新費

その他

消費税等

9号衛星のみに係る維持管理費等

9号衛星のみに係る地上施設の維持管理費

9号衛星のみに係る地上施設の更新費

その他

消費税等

２．運用費

算定根拠
期別 総額 期別 総額 期別 総額

各衛星共通の運用費等
衛星管制に係る費用

通報局資料に関する費用
その他
消費税等

10号衛星のみに係る運用費等
10号衛星のみに係る衛星管制に係る費用

10号衛星のみに係る通報局資料に関する費用
その他
消費税等

9号衛星のみに係る運用費等
9号衛星のみに係る衛星管制に係る費用
9号衛星のみに係る放射計データに関する費用
9号衛星のみに係る通報局資料に関する費用
その他
消費税等

３．その他の費用

算定根拠
期別 総額 期別 総額 期別 総額

ＳＰＣの管理費

ＳＰＣの税引前利益

消費税等

＊各業務について小区分毎に費用を分けられる場合は分けて記入すること。
＊消費税等（地方消費税を含む。以下、同じ。）を除いた額で記入すること。
＊Ａ３横書きで記入すること。枚数制限は設けない。算定根拠の説明については、必要に応じて別紙を追加して差し支えない。
＊本様式は、Microsoft Excelで作成すること。

合計金額
（R11.6.1-R26.3.31)

合計金額
（R11.6.1-R26.3.31)

合計金額
（R11.6.1-R26.3.31)

10号衛星・9号衛星とも運用時
（R12.4.1-R16.9.30)

10号衛星のみ運用時
（R16.10.1-R26.3.31)

10号衛星・9号衛星とも運用時
（R12.4.1-R16.9.30)

10号衛星のみ運用時
（R16.10.1-R26.3.31)

10号衛星・9号衛星とも運用時
（R12.4.1-R16.9.30)

10号衛星のみ運用時
（R16.10.1-R26.3.31)

項　　目

項　　目

項　　目

10号衛星のみ運用時
（R11.6.1-R12.3.31)

10号衛星のみ運用時
（R11.6.1-R12.3.31)

10号衛星のみ運用時
（R11.6.1-R12.3.31)

気象センサデータ及び宇宙環境センサデータ
並びに放射計データに関する費用

10号衛星のみに係る気象センサデータ及び宇
宙環境センサデータに関する費用

維持管理費・運用費・その他の費用の
算定根拠

Ｄ-２-１添付④書類名 様式番号 １／１



＜資金調達の内訳＞ ＜調達条件別内訳＞

調達源泉 金額（千円） 調達割合（％） 資金提供者名 調達源泉
調達形態

(資金提供者名)
金額（千円） 調達割合（％）

普通株式

優先株式

その他の数種の株式

優先ローン

劣後ローン

その他

　　　　：利ざや

返済方法：

-

　　　　：利ざや

返済方法：

＜様式作成にあたっての注意事項＞
＊１ 消費税等（地方消費税を含む。以下、同じ。）を含んだ資金需要に対する資金調達総額を記入すること。
＊２ 資本金等の構成については、想定される出資者、資金提供者について全て記入すること。
＊３

＊４ 資金提供者が応募者の場合は応募者構成企業等一覧表（様式10-5）に従い匿名とし、応募者と関係ない第三者（金融機関等）の場合は実名を記載すること。
＊５

＊６
＊７
＊８ 優先・劣後構造を採用することを想定している場合には、この詳細について適宜「その他」に記入すること。
＊９ 建設期間中と維持管理・運営期間中の資金調達条件が異なる場合には、各々の借入についてその条件を別々に記載すること。

＊１０ 金額については千円未満切捨てで記入すること。
＊１１ 調達割合の算出にあたっては、小数点第１位まで、第２位以下を切り捨てること。
＊１２ Ａ３横書き１枚に記入すること。
＊１３ 本様式は、Microsoft Excelで作成すること。

返済条件については、返済期間や返済方法、優先・劣後構造等について第二次審査資料提出時点で決定又は想定しているものについて可能な限り記入すること。

調達形態

自己資本

他人資本

（内、施設整備費及び解体撤去費の総額）

自己資本合計

他人資本合計

その他

資本金

借入金

調達金利については、基準金利等及び利ざやに区別し、小数点以下第３位まで、４位以下四捨五入で記入すること。基準金利等については、変動・固定の別等についても記入すること。

資金調達総額

調達条件・返済条件等

自己資本
（適宜追加のこ
と）

例）資本金・普通
株式（Ａ社、××
株式会社）

調達時期：

例）資本金・優先
株式（Ｂ社、●●
株式会社）

調達時期：

社債

自己資本合計

他人資本
（適宜追加のこ
と）

例）借入金・劣後
ローン
（Ｃ社、○○株式
会社）

調達時期：

例）借入金・優先
ローン
（Ｄ社、▲▲銀
行）

調達期間：

その他　：

調達期間：

その他　：

他人資本合計

資金調達総額

調達条件別内訳については、同一の資金調達先であっても異なる調達条件により資金調達を行った場合には、調達条件毎に分けて記入すること。ここでいう調達条件には支払金利、返済条件（優先
劣後関係を含む）を含む。また、調達条件については、担保の差入れ、保証の有無等の条件があれば、可能な限り詳細に記述すること。

資金提供者名については、関心表明書等を提出した金融機関等は必ず含むものとするが、これ以外の金融機関等については第二次審査資料提出時点で決定又は想定しているものについて可能な限り
記入すること。

調達金利：基準金利等（固定・変動）

返済期間：

その他　：

調達金利：基準金利等（固定・変動）

返済期間：

その他　：

調達時期：

資金調達計画 Ｄ－２－１添付⑤書類名 様式番号 １／１


